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税理士が語る、経営者が知るべき経理・総務のツボ（第64回）
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コロナ禍における在宅勤務の影響などもあり、社員の副業を認める企業が増えました。副業といってもアルバイトではなく、
ガッツリ自ら事業としてはじめるケースもあれば、この機会に個人事業主として起業（開業）する人もいるでしょう。

こうした場合、毎年税務署に確定申告をする必要があります。確定申告は、1月1日から12月31日までの間に所得のあった
人が、所得税と復興特別所得税の額を「申告納税」する、また納め過ぎた所得税と復興特別所得税の「還付申告」をする手
続きです。確定申告の手続きは原則、翌年の2月16日～3月15日に行います。

所得金額から必要経費を差し引ける

確定申告では、事業の収支を自分で計算して、税金計算の基となる所得金額を計算します。所得金額の計算においては
、稼いだ金額から、稼ぐためにかかった経費（必要経費）を差し引けるので、どこまで必要経費として落とせるのか、節税の
ためにも十分に理解しておく必要があります。

税務調査では、この部分が一番のチェックポイントになります。例えば、お店などを借りて料理セミナーなどを開催している
場合、経費として落とせるのは、セミナー会場代や事前の打ち合わせなどで使った会議費、交通費、資料作成の印刷費、
勉強のために購入した書籍などが該当します。

一方で、自宅の一室で料理セミナーを開催する人も少なくないと思います。この場合は、経費として落とせるものが少しや
やこしくなるので注意してください。専門用語では「家事関連費」といいます。

家事関連費の中でも、とりわけ税務署のチェックが厳しいのが、自宅を仕事場として収入を得ているケースです。例えば、
自宅が賃貸住宅である場合、または住宅ローンを毎月返済している場合、一室を完全に講習会用の部屋として使用してい
る場合など、ケースによって経費にできる金額の計算方法が違ってきます。

自宅を使った場合はどこまで経費にできるか

では、個人事業主の必要経費の考え方を法律上から見ていきたいと思います。

【所得税法第37条】には、収入から引くことのできる必要経費の金額は、収入を得るために直接かかった費用、利益を得る
ためにかかった費用の額とあります。

一方で【所得税法第45条】には、家事上の経費及びこれに関連する経費
は必要経費にできないとあります。この家事上の経費
とは、個人事業主が事業と
してではなく、生活者として消費する支出額（家事費）
のことをいい、これに関連する経費
とは家事関連費ともいわれ、家事費（生活上の支出額）と必要経費の両方の性質を併せ持つ支出のことをいいます。つまり
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、所得税法37条において必要経費になるものを示し、所得税法45条では必要経費にできないものをあげているのです。

ところが、家事関連費がややこしいのは、【所得税法施行令第96条】では、家事関連費であっても以下の要件に該当すれ
ば必要経費として認めているのです。

どのような要件かというと、「主たる部分」が業務の遂行上必要であり、かつ、その必要である部分を明らかに区分することが
できる場合です。つまり、ビジネスで使っている部分なのか、プライベートで使っている部分なのか、「明らかに区分」できれ
ば、ビジネスで使っている部分は家事関連費として必要経費にできるというのです。ただ、この「明らかに区分することがで
きる場合」の判断については、法令などで具体的に示されていません。客観的に第三者の観点から妥当であるか否かで判
断することになります。

例えば、セミナーを開催する個人事業主が、賃貸している自宅の一部を事業用として使用している場合、ビジネスで使って
いる部分は、支払っている地代家賃の一部から必要経費として落とせます。この「一部」の計算方法は、業務内容や利用状
況などを総合的に判定して金額を算出します。

ここで重要になるのが、「主たる部分」の判定です。税理士の間ではよく「50％ルール」などといいますが、それは、【所得税
法基本通達45-2】にある、業務の遂行上必要な部分が50％を超えるかどうかにより判定するという規定からです。ただ、そ
の後のただし書きには、必要な部分の金額が50％以下であっても業務に必要となる部分を明らかに区分できるのであれば
、必要経費に計上して差し支えないとしています。

持ち家なら減価償却費、固定資産税、火災保険料なども一部経費に… 続きを読む
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